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第３章 山梨県観光を推進する上での課題 

１．おもてなしの趣旨の浸透 

 平成 23 年（2011 年）12 月に制定された「おもてなしのやまなし観光振興条

例」では、観光振興のために「地域への誇りと愛着に基づくおもてなしを県民総

参加により推進」することを掲げており、県もこれまでおもてなしの推進に取り

組んできました。 

 しかし、近年では「山梨県観光入込客統計調査」における「観光客満足度（非

常に満足）」は全体的に低下傾向にあることから、改めて「おもてなし」の趣旨

を県民に浸透させるとともに、観光産業に従事する人材のサービス高度化を図

り、旅行者の満足度向上に取り組む必要があります。 

 

 

出典：「山梨県観光入込客統計調査」 
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２．良好な景観の形成 

 本県には、富士山や八ヶ岳、南アルプスなどに代表される我が国有数の山々、

特別名勝御岳昇仙峡や二つの日本遺産など、魅力的な自然環境や文化的な景観

が広がっています。 

 これらの良質な景観保全のために、本県では県有施設の適正な維持管理や市

町村施設に対する整備支援などに取り組むとともに、景観を阻害する建物・看板

等の撤去や電線類の地中化などに取り組んできました。 

 これらの取り組みにより、本県を訪れる旅行者の目的として「自然を楽しむこ

と」が最多となり続けており、今後も本県の自然環境を求めて訪れる旅行者ニー

ズに適切に応えていけるよう、引き続き良好な景観の形成に努めていく必要が

あります。 

 

 

出典：「山梨県観光入込客統計調査」 
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３．地域資源の保護・保全・再活性化 

 本県には、国内一の日本ワイン生産量を誇るワイン産業や、名水が育む日本酒

産業、全国的にも高いシェアをもつ織物産業、ジュエリー産業といった全国有数

の地場産業があります。 

また、数多くの有形・無形の文化財、年間を通じて多くの観客を魅了する県内

各地の花火大会や、本県の地形を生かして開催されているスポーツイベントな

ど、本県ならではの体験を旅行者に提供できる有形・無形の地域資源が豊富にあ

ります。 

観光産業を県経済の第２の柱にするためには、これらの地場産業、伝統的な祭

り、文化・スポーツに関する取り組みなどを次世代に引き継ぎながら、本県なら

ではの魅力として保護、保全していく必要があります。 

 また、県内の主要な観光地において、近年の旅行形態の変化や外国人旅行者需

要の取り込みなどに十分対応できていない地域も見受けられることから、この

地域の魅力的な資源を磨き上げ、観光地全体の再活性化につなげていく必要が

あります。 

 

  

日本ワインコンクール 2019金賞受賞ワイン（山梨県産） 

 
               市川三郷町「神明の花火」（出典：市川三郷町ＨＰ）  
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４．旅行者の安全性・利便性・快適性の確保 

少子高齢化社会の進行による老年人口割合の増加や、観光立国の取り組みに

よる外国旅行者の増加に加えて、中部横断自動車道の開通やリニア中央新幹線

の開業による、より広範なエリアからのアクセス利便性の向上などにより、今後、

本県を訪れる旅行者は、年齢、国籍、身体的な状況など、よりいっそう多様化し

ていくことが見込まれます。 

本県を訪れた旅行者が、安全かつ快適な滞在時間を過ごしながら、本県の魅力

的な地域資源を満喫できるよう、ユニバーサルデザインの考え方を取り入れた

観光施設やＭａａＳ（Mobility as a Service）※  導入の検討などによる二次交

通の整備、災害発生時への初動対応の充実などに取り組む必要があります。 

 

 

 

 

ＭａａＳが提供するサービス（出典：国土交通省） 

  

※ＭａａＳ･･･出発地から目的地までの移動ニーズに対して最適な移動手段をシームレ

スに一つのアプリで提供するなど、移動を単なる手段としてではなく、利用者にとって

の一元的なサービスとしてとらえる概念 
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５．旅行形態・ニーズの多様化への対応 

成熟化社会の到達、地域経済のグローバル化の進展に合わせて、旅行スタイル

の変化や旅行者が観光に求めるテーマの多様化も進展しており、近年は、その土

地ならではの伝統や習慣に触れたり、人々との交流体験を重視する「コト消費型」

「トキ消費型」観光と呼ばれる内容に旅行者ニーズが推移しているとも言われ

ています。 

特に、外国人旅行者のニーズに対応し切れていない事例として、ナイトタイム

エコノミーの推進などが挙げられます。本県においても、朝型やナイトタイムに

おける体験型プログラムなどを通じて、旅行者の多様なニーズに対応していく

必要があります。 

 

 

出典：観光庁「ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集」 

 

 

 

 

  

※ナイトタイムエコノミー･･･18 時から翌朝６時までの活動を指す。地域の状況に応じ

た夜間の楽しみ方を拡充し、夜ならではの消費活動や魅力創出をすることで、経済効果

を高める取組（観光庁「ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集」より） 
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６．誘客につながる情報の効果的な発信 

情報通信技術の発達は旅行情報の検索、取得手段も大きく変化させています。

特に、スマートフォンの急速な普及がもたらしたＳＮＳサービスの一般化は、誰

もがリアルタイムに情報を発信することができ、また、その情報を簡単に友人な

どに拡散することもできることから、実際にＳＮＳ等の投稿内容を見て、その地

に出かける旅行者もいます。 

また、ＳＮＳ等によるリアルタイムの情報提供は、旅の途中における情報収集

が主流となる流れを作っていることから、体験談などの口コミ情報として極め

て重要な情報発信手段となっています。 

 

 

出典：首相官邸「観光戦略実行推進タクスフォース第 16回議事資料」より転載 
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７．外国人旅行者へのプロモーション 

 国内の観光市場が縮小傾向にある中で、観光立国の取り組み等もあり、本県に

おける外国人旅行者は延べ宿泊者数等で見ても増加傾向にあります。 

 一方で、各国間及び国内各地域間における外国人旅行者の誘客競争が激化し

ているとともに、近年の団体旅行から個人旅行の割合が増えているなど状況の

変化もあり、外国人旅行者の更なる取り込みのためには、重要市場である国・地

域にターゲットを定めるとともに、旅行者の状況に合わせた効果的なプロモー

ションを行う必要があります。 

 

 

出典：首相官邸「観光戦略実行推進タクスフォース第 16回議事資料」より転載 
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８．外国人旅行者の受入環境の整備 

 増加する外国人旅行者に快適に旅行を楽しんでもらうために、公衆無線ＬＡ

Ｎ環境やトイレの洋式化、メニューの多言語表示など受入環境に対する整備や、

必要な時に自分で必要な情報を取得できる情報コンテンツの提供などに取り組

んできました。 

 ただし、観光庁が平成 31年（2019年）３月に公表した「訪日外国人旅行者の

受入環境整備に関するアンケート」では、旅行中に困ったこととして、依然とし

てスタッフとのコミニケーションや無料公衆無線ＬＡＮ環境、多言語表示の少

なさなどが挙げられており、今後も更なる取り組みが求められています。 

また、平成 30年（2018年）の訪日外国人消費動向調査（観光庁）の結果では、

本県の外国人旅行者の一人一回あたり消費単価は全国で 45位の低い水準にある

ことから、消費単価向上に向けた対策が必要です。 

 

出典：観光庁「訪日外国人旅行者の受入環境整備に関するアンケート」 

 

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査（2018年）」より県作成 

1 東京都 98,561 11 宮城県 53,417 21 長野県 41,332 31 長崎県 32,569 41 熊本県 19,965

2 北海道 94,278 12 鹿児島県 52,807 22 神奈川県 39,987 32 山口県 31,744 42 富山県 19,197

3 埼玉県 80,219 13 愛知県 52,535 23 岡山県 37,825 33 京都府 29,659 43 佐賀県 18,466

4 沖縄県 74,189 14 香川県 51,646 24 三重県 37,803 34 宮崎県 29,316 44 大分県 16,532

5 茨城県 64,317 15 福島県 49,798 25 秋田県 36,319 35 兵庫県 26,928 45 山梨県 16,369

6 大阪府 62,744 16 愛媛県 49,718 26 栃木県 36,227 36 石川県 26,631 46 千葉県 13,543

7 新潟県 60,498 17 高知県 44,921 27 広島県 35,230 37 島根県 25,681 47 奈良県 6,727

8 群馬県 58,692 18 青森県 43,938 28 鳥取県 35,056 38 和歌山県 25,671

9 福岡県 57,620 19 岩手県 42,460 29 徳島県 33,600 39 静岡県 24,077

10 山形県 56,078 20 福井県 42,262 30 滋賀県 33,592 40 岐阜県 24,034

平成30年（2018年）訪日外国人

都道府県別　一人１回あたり消費単価
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９．観光産業の更なる高付加価値化 

 観光産業は、外国人旅行者の増加などにより活況を示しています。しかし、そ

の消費額については、全国・本県ともに近年伸び悩んでおり、観光産業が地域経

済を牽引する産業となるためにはこの消費額を増加させていく必要があります。 

 そのためには旅行者の滞在時間の延伸による消費機会の増加や高価格帯の特

産品の販売促進などに加えて、観光事業者の生産性向上による「稼ぐ力」の向上

など、観光産業の高付加価値化を進めていく必要があります。 

 

 
出典：山梨県「山梨県観光入込客統計調査」                   

    全国「旅行・観光消費動向調査」及び「訪日外国人消費動向調査」より県作成 
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10．観光人材の育成・確保・定着支援 

山梨県観光の現状で述べたとおり、宿泊業や飲食業などにかかわる接客・給仕

の有効求人倍率は、全国的に全職業平均と比較して極めて高く、観光産業は深刻

な人手不足の状況にあります。（Ｐ24参照） 

また、「宿泊業、飲食サービス業」の離職率の高さもその大きな要因の一つと

なっていると言われています。 

 

出典：厚生労働省「雇用動向調査」  

 

観光産業の活性化において観光人材の育成、確保及び定着は喫緊の課題であ

り、教育機関等と連携した人材育成や「出入国管理及び難民認定法」に基づく外

国人材の受け入れなどとともに、現状全国９位である本県の宿泊・飲食業の労働

生産性（事業従事者１人当たり付加価値額）を更に高めることなどにより観光産

業での「働く魅力」を高めることが必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 



35 

 

都道府県別 宿泊・飲食業の労働生産性 

 
県内市町村別 宿泊・飲食業の労働生産性 

  

(参考：主要な観光地のある市町村のうち事業従事者１人当たり付加価値額が高い市町村) 

出典：総務省・経済産業省「平成 28年経済センサス」 


